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1. 緒言 

 近年,製造業におけるサプライチェーン（以下：SC）の

複雑化が進んでおり,自然災害などによる SC 途絶の事例

が多く見られている[1].SC 途絶に伴う損失の緩和及び復

旧期間の短縮が可能となる体制を確立することがメーカ

ーの急務である。特に,調達リードタイム（以下：LT）の

長い部品を用いた製品を生産するメーカーは,平常時でも

急激な需要変化に対応することが困難な状況に直面して

いる.部品調達における SC 途絶の発生により,大きな機会

損失が発生する.SC 途絶による機会損失の緩和対策とし

て,調達先の分散化,調達先に対する評価と選定などが検討

されている.しかし,調達先の増加による調達コストの高騰

や途絶リスクを考慮した調達先の選定を行っても途絶が

発生してしまうと損失の回避ができないなどの問題があ

る. 

 本研究では,製品メーカーを対象とし,部品調達における

SC 途絶の発生による機会損失の緩和と平常時の調達コス

トの維持が可能となる SC 構造の提案を目的とする. 

2. 従来研究 

 松川ら[2]は SC 調達における途絶リスク事象に対して

3 つの対策（冗長性強化策,頑健性強化策,柔軟性強化策）

を提案し,それらの組み合わせの効果についてシミュレー

ションを用いて分析した.その結果,頑健性と柔軟性が SC

調達において有効であることを明らかにした. 

 増田ら[3]は途絶リスクを考慮した SC の長期的な運用

策を検討し,日常業務の効率性と SC における頑健性はト

レードオフの関係にあると述べている. 

 以上のように SC リスクマネジメントの効果を議論す

る従来研究において,どのような SC が適切かが示されて

いるが,SC の構築方法まで言及している研究は少ない. 

3. SC 途絶モデルと製品メーカー利益構造モデルの 

構築 

3.1. SC途絶モデル 

本研究では自然災害による SC途絶を想定し,SC復旧期

間が 1 日以上の SC 途絶モデルを作成する.作成したモデ

ルを表 1 に示す.モデルは気象庁が公表している自然災害

に関するデータを参考にする.発生頻度と復旧期間は過去

20 年にわたる対象とする災害を集計し,発生頻度は 1 ヵ月

を基準に示し復旧期間は建築会社の研究報告書を参考に

した[4],[5],[6].これらの自然災害を採用した理由は,日本

での SC 途絶事例が他の災害よりも多いからである. 

表 1. SC途絶の発生頻度とそれによる復旧期間 

災害カテゴリー 発生頻度 復旧期間 

台風上陸 0.26回/月 1日間 

地震(震度 7) 0.03回/月 47日間 

 

3.2. メーカーの利益構造モデル 

 製品メーカーの 1 年間の利益を定式化したのが以下の

通りである.前提条件として,一つの部品から一つの製品を

製造することと仕掛品は存在しないことをおく.つまり, 

当月着手はすべて完成品になる前提である. 
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4. 提案 SCモデル 

4.1. モデルの設計 

 頑健性のある SC を実現するため,本研究では,メーカー

とサプライヤー間の取引量の上限と下限を設定する.メー

カーは必要に応じて,決定された取引量の範囲で調達を行

う.メーカーは購入量の下限値を決定し,サプライヤーは供

給量の上限値を決定する.メーカーが適正在庫を持つこと

で支出を減らしコスト競争力を保持し,かつ SC 途絶だけ

でなく平常時の需要変化への対応が可能となる.本提案モ

デルのサプライヤーの供給量は,需要量が取引量の上限値

と下限値の間ならば需要量を採用し,需要が下限値を下回

る時には下限値を採用する.また,需要が上限値を上回る時

には上限値を採用する. 

4.2. 取引量範囲の意思決定 

 本研究ではメーカーが需要の下限値を保証することで

サプライヤーの下限リスクがなくなり需要の上限値を上

昇させることができる.取引範囲の決定方法を図1に示す。 



 

 

 

図 1. 取引量の上限・下限値の意思決定方法 

Step1. メーカーがサプライヤーに対して取引量の下限

値を提示する. 

Step2. サプライヤーがリスクを計算して,上限値を提示

する. 

Step3. メーカーが想定よりも上限値を上げてくれたサ

プライヤーに対して下限値を上げる. 

Step4. サプライヤーも同じように上限値を上げる. 

4.3. 提案モデルを用いたメーカーの利益構造 

提案モデルを用いたメーカーの利益構造を以下に示す.

提案モデルの数式は式(1)のサプライヤー調達量を変化さ

せている.また,災害途絶の判断については式(2),(3)に従う. 
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≪記号≫ 
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5. 数値実験 

5.1. シミュレーション概要 

本研究では株式会社 NTT データ数理システムが開発し

た汎用シミュレーションシステム「S-Quattro Simulation 

System」を利用して,以下 2 つの実験モデルを作成する. 

シミュレーション条件を表 2 に示す. 

モデルのパターン 

モデル 1：事前に取引条件を決定せず，サプライヤーの供

給可能量とメーカーの注文量に基づく部品調達の方法で，

2 社のサプライヤーから調達するモデル. 

モデル 2：2 社のサプライヤーから調達する本研究の提案

調達モデル 

表 2. シミュレーション条件 

 

5.2. 実験結果と考察 

 

図 2. 製品メーカーの利益比較 

表 3. メーカーの製品在庫数量の比較 

 途絶なし 途絶あり 

モデル 1 1770 1860 

モデル 2 1758 1843 

シミュレーションによる利益の比較を図 2 に示す.図 2

より利益金額はモデル 2 がモデル 1 よりも数値が大きい

ことが明らかになった. メーカーの在庫数量を表 3 に示

す.表 3 よりモデル 2 はシミュレーション後の在庫数がモ

デル 1 と比較して少ないことが明らかである. 

メーカーの在庫数量の比較結果を表 3 に示す.2 つのモ

デルにおいて,売上では大きな差異はなく在庫コストが利

益に大きな影響を及ぼしていると考えられる.提案モデル

では,需要量に応じた部品調達ができるため,無駄な調達量

を抑えることによる在庫コストの削減ができたのだと考

えられる. 

6. 結言 

本研究ではメーカーとサプライヤー間の取引量の上限

と下限のある SC の構造を提案し,提案 SC の構築方法を

設計した.今後の課題として複数の災害発生による SC 途

絶を前提した有効性検証を行うことが必要である. 
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平均需要量

リテーラー メーカー サプライヤー

800 2400 3200

1回の製品製造数

シミュレーション回数

1回のシミュレーション時間

各プレイヤーの初期在庫(個)

1以上15未満

1

50回

365日


